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※本資料は、個別意見の内容確認等にあたって参考となる集計結果等をまとめ

たものであり、官公法第 9 条に基づく意見書には含まれない。 
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Ⅰ 令和９年度各省各庁営繕計画書の概要 

 

各省各庁の長から送付された営繕計画書に記載されている営繕計画を実施するため

の所要経費（計画工期が複数年度のものは令和９年度分に限る。以下「計画額」とい

う。）の総額は、786,532,819 千円で、その会計別内訳を表１に示す。 

なお、PFI 方式による事業の計画額は、9,417,811 千円である。 

表１ 令和９年度会計別計画額 

（単位：千円） 

各 省 別 
一 般 会 計 

特 別 会 計 合 計 
（１） （２） 

合 同 庁 舎  2,203,349  0  3,544,952  5,748,301  

国 会 2,930,392  4,539,485  0  7,469,877  

最 高 裁 判 所 10,979,491  0  0  10,979,491  

会 計 検 査 院 80,601  0  0  80,601  

内閣及び人事院  5,286,750  0  0  5,286,750  

内 閣 府 19,405,162  0  0  19,405,162  

デ ジ タ ル 庁 0  0  0  0  

復 興 庁 0  0  16,594,290  16,594,290  

総 務 省 6,824,686  0  0  6,824,686  

法 務 省 34,498,941  57,857,436  0  92,356,377  

外 務 省 22,660,820  34,426  0  22,695,246  

財 務 省 74,721,731  85,389  0  74,807,120  

文 部 科 学 省 2,615,020  1,294  0  2,616,314  

厚 生 労 働 省 15,016,141  0  5,120,028  20,136,169  

農 林 水 産 省 8,190,944  87,343  0  8,278,287  

経 済 産 業 省 1,922,548  0  421,460  2,344,008  

国 土 交 通 省 55,398,028  43,433  15,558,805  71,000,266  

環 境 省 18,230,893  9,424  0  18,240,317  

防 衛 省 1,099,619  400,569,938  0  401,669,557  

合 計 282,065,116  463,228,168  41,239,535  786,532,819  

（注）（１）：官公庁施設の建設等に関する法律第 10条の規定により、その営繕を国土交通大臣が実

施すべき施設 

（２）：（１）に示す以外の施設 
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各省各庁の長から送付された営繕計画書に記載されている計画額について、その計

画区分別内訳を表２に示す。 

表２ 令和９年度計画区分別計画額 

 

各 省 別 
新 営 等 改 修 等 合  計 

件数 計画額（千円） 件数 計画額（千円） 件数 計画額（千円） 

合 同 庁 舎 15  5,748,301  0  0  15  5,748,301  

国 会 2  696,109  72  6,773,768  74  7,469,877  

最 高 裁 判 所 5  4,071,839  4  6,907,652  9  10,979,491  

会 計 検 査 院 0  0  4  80,601  4  80,601  

内閣及び人事院 0  0  19  5,286,750  19  5,286,750  

内 閣 府 10  14,847,385  64  4,557,777  74  19,405,162  

デ ジ タ ル 庁 0  0  0  0  0  0  

復 興 庁 4  16,594,290  0  0  4  16,594,290  

総 務 省 0  0  59  6,824,686  59  6,824,686  

法 務 省 46  21,896,425  1,802 70,459,952  1,848 92,356,377  

外 務 省 10  4,273,296  336  18,421,950  346  22,695,246  

財 務 省 43  12,229,554  1,321 62,577,566  1,364 74,807,120  

文 部 科 学 省 3  0  22  2,616,314  25  2,616,3134  

厚 生 労 働 省 33  5,274,937  264  14,861,232  297  20,136,169  

農 林 水 産 省 67  2,588,718  404  5,689,569  471  8,278,287  

経 済 産 業 省 0  0  17  2,344,008  17  2,344,008  

国 土 交 通 省 69  13,797,101  467  57,203,165  536  71,000,266  

環 境 省 14  1,229,415  62  17,010,902  76  18,240,317  

防 衛 省 119  352,580,153  142  49,089,404  261  401,669,557  

合 計 440  455,827,523  5,059 330,705,296  5,499 786,532,819  

（注）新営等：個別意見における「新営等」及び「新営等（PFI 事業）」に該当する計画を計上してい

る。 

改修等：個別意見における「改修等」（施設特別整備である「特別修繕」及び「合同庁舎特別整

備」を含む）及び「新営等の附帯計画」に該当する計画を計上している。 
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緊急度判定基準により個々の営繕計画に対して緊急度を判定した集計結果を表３に示

す。 

表３ 令和９年度緊急度別計画額 

 

 緊急度 件数 計画額（千円） 

新 

営 

等 

継 続 76  395,677,047  

特 Ａ 218  51,119,733  

Ａ 52  5,930,674  

Ｂ 45  1,672,406  

Ｃ 14  718,134  

Ｄ 1  480,000  

Ｅ 0  0  

評定外 34  229,529  

計 440  455,827,523  

改 

修 

等 
継 続 224  89,707,782  

Ａ 1,907  112,637,074  

Ｂ 1,324  67,613,862  

Ｃ 4  34,007  

Ｄ 0  0  

評定外 1,600  60,712,571  

計 5,059  330,705,296  

合 計 5,499  786,532,819  
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別表１　既存施設の更新の場合
計画理由 内容 評点 １００ ９０ ８０ ７０ ６０ ５０ ４０ 備　　　　考

５０％以下 ６０％以下 ７０％以下 ８０％以下

経年、被災等により構造耐力
が著しく低下し、非常に危険
な状態にあるもの

狭あい ０．５以下 ０．５５以下 ０．６０以下 ０．６５以下 ０．７０以下 ０．７５以下 ０．８０以下
敷地等の関係で増築が可能な場合は、主要素
としない。

借用期限が切れ即
刻立退が必要なも
の

期限付き立退要求
のもの

なるべく速やかに
返還すべきもの

緊急に返還すべきもの
なるべく速やかに
返還すべきもの

分散
２ヶ所以上に分散、相互距離
が１km以上で(同一敷地外)､
業務上著しく支障があるもの

２ヶ所以上に分散、相互距離
が300m以上で(同一敷地外)､
業務上非常に支障があるもの

同一敷地内に分散、業務上支
障があるもの

相互距離は、通常利用する道路の延長とす
る。

周囲が区画整理等施行済みで
当該施行分のみ未施行となっ
ているもの

区画整理等施行中
で早く立ち退かな
いと妨害となるも
の

区画整理等が事業
決定済みであるも
の（年度別決定済
み）

区画整理等が計画決定済みで
あるもの

都市計画的にみて地域性上著
しい障害のあるもの又は防火
地域若しくは準防火地域にあ
る木造建築物で延焼の可能性
が著しく高いもの

都市計画的にみて地域性上障
害のあるもの又は防火地域若
しくは準防火地域にある木造
建築物で延焼の可能性が高い
もの

都市計画的にみて地域性上好
ましくないもの又は防火地域
若しくは準防火地域にある木
造建築物で延焼のおそれがあ
るもの

立地条件の不良

位置が不適当で業務上非常な
支障を来しているもの又は公
衆に非常に不便を及ぼしてい
るもの

位置が不適当で業務上支障を
来しているもの又は公衆に不
便を及ぼしているもの

位置が不適当で業務上又は環
境上好ましくないもの

地盤沈下、低湿地又は排水不
良等で維持管理が不可能に近
いもの

地盤沈下、低湿地又は排水不
良等で維持管理が著しく困難
なもの

地盤沈下、低湿地又は排水不
良等で維持管理が困難なもの

地盤沈下、低湿地又は排水不
良等で維持管理上好ましくな
いもの

防災機能に係る
施設の不備

施設が不備、かつ運用による
代替ができないため、業務の
遂行が著しく困難なもの又は
人命の安全確保が困難なもの

施設が不備、かつ運用による
代替が十分できないため、業
務上好ましくないもの又は人
命の安全上好ましくないもの

改修により対応できる場合は、主要素としな
い。

施設が不備のため業務の遂行
が著しく困難なもの

施設が不備のため業務の遂行
が困難なもの

施設が不備のため業務の遂行
に支障を来しているもの

施設が不備のため業務上好ま
しくないもの又は来庁者の利
用上著しく支障があるもの

敷地等の関係で増築が可能な場合は、主要素
としない。

法令による基準よりはるかに
低いもの

法令による基準より相当低い
もの

法令による基準以下であるも
の

主要素としない。

法令等
法令、閣議決定等に基づき整
備が必要なもの

国の行政機関等の移転及び機構統廃合等に適
用する。ただし、機構統廃合による場合は、
主要素としない。

備考
１　「現存率」とは、官庁建物実態調査の結果による。官庁建物実態調査を行っていない施設については、実情を踏まえて評点を付す。
２　「面積率」とは、「現有延べ面積／必要延べ面積」により算出する。
　　ここで、現有延べ面積及び必要延べ面積は、執務面積、会議室等の附属面積、設備関係面積、交通部分面積及び各官署の固有業務に関係した諸室面積を含み、車庫、渡り廊下等を除く面積とする。
　　一般事務庁舎の必要延べ面積は、別表３により算出する。ただし、積み上げにより適切に必要延べ面積を算出している場合は、当該必要延べ面積によることとする。

別表２　新規施設の建築の場合
計画理由 内容 評点 100 90 80 70 60 50 40 備　　考

法令等
法令、閣議決定等に基づき整
備が必要なもの

新たな行政需要
当該行政需要への対応が特に
緊急を要するもの

当該行政需要への対応を至急
すべきもの

当該行政需要への対応の必要
性は認められるが急がなくて
よいもの

機構新設
整備を行わない場合は、業務
の遂行が著しく困難なもの

整備を行わない場合は、業務
の遂行が困難なもの

整備を行わない場合は、業務
の遂行に支障を来すもの

整備を行わない場合は、業務
上好ましくないもの

新たな行政需要に対応
した整備

機構新設に伴う整備

災害時における必要機
能に係る施設の不備

施設の不備

必要施設の不備
（災害時における必要
機能に係る施設の不備
を除く）

採光、換気不良

法令等に基づく整備

法令等に基づく整備

地域連携

都市計画の進捗

次に該当する場合は、主要素と従要素に区分
した上で得られる評点（従要素の場合は評点
の10分の1。該当する理由がない場合は0点）
に、次のいずれかを加算し、当該計画理由の
評点とする。
・シビックコア計画に基づくもののうち、シ
ビックコア内の当該施行分を除く施設、関連
都市整備事業等の全てが整備済みの場合は7
点、少なくとも全てが建設に着手済みの場合
は4点
・地方公共団体の施設と合築整備（同一又は
隣接する敷地に増築により一体的に整備する
場合を含む。以下同じ。）をするもので、そ
の合築整備が確実な場合は、4点
・地域防災へ貢献する取組が確実に行われる
場合は、4点

地域性上の不適

位置の不適

地盤の不良

老朽

施設の老朽（現存率）
気象条件の極めて過酷な場所にある場合は、
左記に基づく評点に10点加算する。

構造耐力の著しい低下

庁舎面積（面積率）

借用返還

立退要求がある場合

借料が高額等の事情に
より返還すべき場合

事務能率低下、連絡困
難
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別表３ 一般事務庁舎の必要延べ面積の算定式 

営繕計画書の

所要面積 
1,500 ㎡以上 900 ㎡以上 300 ㎡以上 300 ㎡未満 

非木造庁舎 7.4Ｎ＋0.4Ｎ 7.4Ｎ×1.1＋0.4Ｎ 7.4Ｎ×1.2＋0.4Ｎ 7.4Ｎ×1.3＋0.4Ｎ 

木造庁舎 7.1Ｎ＋0.4Ｎ 7.1Ｎ×1.1＋0.4Ｎ 7.1Ｎ×1.2＋0.4Ｎ 7.1Ｎ×1.3＋0.4Ｎ 

備考 

１ 「N」とは、新営一般庁舎面積算定基準に基づく換算人員とする。 

２ 各官署の固有業務に関係した諸室がある場合には、その面積を必要延べ面積に加

算する。 
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注）施設特別整備の整備区分について 

 

施設特別整備は、官庁施設の適切な機能更新と有効活用を図るため、国土交通省が

計画的かつ一元的に実施する官庁施設の修繕及び改修等であり、以下の整備区分によ

り構成される。 

 

（１）特別修繕 

個別施設計画が策定されている一般庁舎の改修のうち、以下の各号に該当するも

の。 

一 庁舎の適切な維持・運用に必要な改修 

二 構造躯体等の健全化、経年劣化による機能低下の回復等によって新築と同等の機

能を確保するための大規模リニューアル 

三 災害発生時の業務継続等に必要な電力その他の機能を確保するための改修 

四 エネルギー消費の高効率化・熱負荷の低減等・環境負荷低減のための改修 

五 高齢者・障害者等の移動等の円滑化のための改修 

 

（２）合同庁舎特別整備 

個別施設計画が策定されている合同庁舎の改修のうち、以下の各号に該当するも

の。 

一 合同庁舎の適正な維持・運用に必要な施設の改修及び付帯設備等の新増設  

二 災害発生時の業務継続等に必要な電力その他の機能を確保するための改修 

三 エネルギー消費の高効率化・熱負荷の低減等・環境負荷低減のための改修 

四 高齢者・障害者等の移動等の円滑化のための改修 
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Ⅱ 令和８年度実施施設整備の現況等調査結果の概要 
 

令和９年度各省各庁営繕計画書に関する意見書の作成に当たり、その基礎資料とする

ため、令和８年度各省各庁営繕計画書に関する意見書に基づき、意見書に掲載された事

項の実施状況について調査を行った。 

この調査の集計結果を表４－１、表４－２に示す。 

 

なお、表中のＡ及びＢ区分は下記のとおりである。 

Ａ区分：官公庁施設の建設等に関する法律第 10 条の規定により、その営繕を国土交

     通大臣が実施すべき施設 

Ｂ区分：Ａ区分以外の施設 
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表４－１ 令和８年度各省各庁の営繕計画の緊急度別実施状況（金額比較） 

 

 

緊急度 
Ａ  区 分 Ｂ  区 分 

 実施額（百万円） 実施率（％） 実施額（百万円） 実施率（％） 

新 

営 

等 

意
見
書
記
載 

継続 46,119  105.1% 158,258  78.0% 

特 Ａ 4,531  67.8% 22,447  102.9% 

Ａ 800  77.0% 781  609.6% 

Ｂ 438  48.0% 2,011  97.2% 

Ｃ，Ｄ，Ｅ 1,635  97.9% 225  528.6% 

評定外 1,607  461.1% 5,069  32.7% 

  追 加 分 602  － 1,989  － 

改 

修 

等 

意
見
書
記
載 

継続 24,055  100.5% 19.309  66.4% 

Ａ 12,319  54.1% 3,538  48.8% 

Ｂ 6,921  55.0% 2,235  37.1% 

Ｃ，Ｄ 6  52.3% 0  0.0% 

評定外 3,713  32.3% 44,790  53.3% 

  追 加 分 10,814  － 839  － 

 
（注１）実施額は、令和８年度各省各庁営繕計画書に関する意見書に掲載された事項に 

ついて、令和７年度予算又は令和８年度当初予算で予算措置されたもの。 

（注２）実施率は、令和８年度各省各庁営繕計画書に関する意見書において集計された 

額を 100 として算出した。  

（注３）評定外は、小規模な改修等を一括計上したものを含む。 

（注４）追加分は、令和８年度営繕計画書とりまとめ以後に追加計上されたものである。 

（注５）上記表には、施設特別整備、不動産購入は含まない。 
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表４－２ 令和８年度各省各庁の営繕計画の緊急度別実施状況（件数比較） 

 

 

緊急度 
Ａ  区 分 Ｂ  区 分 

 実施件数 実施率（％） 実施件数 実施率（％） 

新 

営 

等 

意
見
書
記
載 

継続 31  73.8% 154  73.3% 

特 Ａ 21  39.6% 96  59.3% 

Ａ 6  30.0% 19  63.3% 

Ｂ 10  50.0% 18  78.3% 

Ｃ，Ｄ，Ｅ 2  40.0% 9  81.8% 

評定外 4  30.8% 7  63.6% 

  追 加 分 8  － 42  － 

改 

修 

等 

意
見
書
記
載 

継続 116  80.0% 145  75.5% 

Ａ 331  43.3% 127  47.7% 

Ｂ 168  37.9% 141  55.1% 

Ｃ，Ｄ 1  33.3% 0  0.0% 

評定外 － － － － 

  追 加 分 371  － 16  － 

 

（注１）実施件数は、令和８年度各省各庁営繕計画書に関する意見書に掲載された事項 

について、令和７年度予算又は令和８年度当初予算で予算措置されたもの。なお、 

令和８年度に設計を行うものとして掲載された事項は集計から除外した。 

（注２）実施率は、令和８年度各省各庁営繕計画書に関する意見書において集計された 

件数を 100 として算出した。  

（注３）改修等における評定外は、件数が不明のものが多いため集計から除外した。 

（注４）追加分は、令和８年度営繕計画書とりまとめ以後に追加計上されたものである。 

（注５）上記表には、施設特別整備、不動産購入は含まない。 

 

 

令和７年度予算又は令和８年度当初予算で各省各庁において予算措置された事案のう

ち、意見書に掲載されなかった事案が 437 件あった。今後は、官公庁施設の建設等に関

する法律第９条に基づいて営繕計画書の作成及び送付を適切に行う必要がある。 

 

参－12


